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1．はじめに 

 2007 年 7 月 16 日に発生した新潟県中越沖地震

（気象庁マグニチュード MJ = 6.8）
1)の際，震央距

離 16km に位置する東京電力柏崎刈羽原子力発電所

サービスホール（以下，サービスホール）では，表

層付近から深度 250m までの砂層および泥岩層内 4

深度の鉛直アレイ強震記録が得られた 2), 3)．得ら

れたアレイ強震記録は，原子炉サイト周辺では唯一

のものであり，激震時におけるこれらの地盤の非線

形性状を把握し，原子炉建屋の耐震性を評価する上

で，極めて貴重な資料と考えられる． 

 鉛直アレイ強震記録から地盤の非線形性状を把握

する試みは，地表と地中のスペクトル比に対して 1

次元等価線形解析（例えば SHAKE）4)を用いて地盤

内の等価 S 波速度と減衰定数の分布を同定する逆問

題として，数多く行われている 5)-10)．しかし，既

往の研究で用いられている等価線形解析では，減衰

のひずみ依存性と周波数依存性のうち，いずれか一

方のみしか考慮していないため，サービスホール強

震記録のような大ひずみレベルの地盤応答を適切に

評価することが難しい 11)． 

 そこで本論文では，各周波数の減衰定数が，せん

断ひずみの時刻歴のフーリエ振幅に依存すると仮定

した 12)1 次元重複反射理論に基づく逆解析により，

サービスホールの鉛直アレイ強震記録から，2007

年新潟県中越沖地震の本震および余震における地盤

内の等価 S 波速度（せん断剛性比）と減衰定数のひ

ずみ依存性（以下，G-γ 関係，h-γ 関係），ならび
に露頭基盤波を推定する． 

 

2. 鉛直アレイ観測点の地盤と強震記録の特徴 
 図 12),22)に，サービスホール鉛直アレイの位置，

この地点の深度 250m までの地盤の S 波速度構造と

地質構造および地震計の埋設深度（以下，SG1-

SG4）を示す．地震計はいずれも 3 成分で，EW, NS

成分の方位は，それぞれ真東および真北から時計回

りに約 19 度回転している 2)．なお，本震後，建物

や観測井周辺の表層地盤は，相対的に 15cm 程度沈

下し，極めて大きなひずみを受けたことが示唆され

る．また，付近に噴砂などは確認できなかった． 

 本論文では，公開されている鉛直アレイ強震記録

のうち，7 月 16 日 10 時 13 分の本震，同 15 時 37

分の最大余震（以下，余震 L：MJ = 5.8, 震源深さ

23km, 震央距離 10km）3)および同 21 時 08 分の余震

（以下，余震 S：MJ = 4.4, 震源深さ 20km, 震央距

離 10km）3)の 3 地震ついて，その卓越方向となる

EW 成分を検討対象とする．図３に，本震の EW 成分

の加速度記録を示す．表層に向かって，短周期成分

が減少し，最大加速度が小さくなっている． 

 図４に，3 地震の観測記録（EW 成分）の最大加速

度と最大速度の深さ方向分布を●■▲印で示す．余

震 S, L では，最大加速度・最大速度とも地表に向

かって増大している．一方，本震では，最大加速度

 

図１ 原子力発電所と鉛直アレイの配置 

 

図２ 鉛直アレイの地盤構造とＳ波速度構造 
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は地表に向かって減少していることが確認される．

しかし，いずれに地震でも最大速度は，地表に向か

って増加している． 

 図５に，余震 S, L, 本震における観測記録（EW

成分）の SG1/SG2, SG2/SG3, SG3/SG4 のフーリエス

ペクトル比を黒細線で示す．図から，余震 S, L で

は，周期 0.1-2 秒に見られるスペクトルピークは，

いずれも 5 程度以上で鋭く，その間に明瞭な谷

(Trough)を形成している．これに対して，本震では，

周期 1秒以上のスペクトルピークは，余震と同様に

比較的鋭いが，周期１秒以下のスペクトルピークや

谷が顕著でなくなる．また，SG1/SG2, SG2/SG3 で

の周期１秒以上のピーク周期は地震規模が大きくな

 

図３ 本震における加速度の時刻歴 

 

図５ ３地震の観測および逆解析されたスペクトル比の比較 

 

図４ ３地震における観測及び逆解析された最

大加速度及び速度の深度分布 



 

 

るにしたがって延びているが，SG3/SG4 ではそのよ

うな傾向は認められない．以上から，SG1/SG2, 

SG2/SG3 に対応する，深度 50-100m 程度以浅の地盤

が,それ以深(S3/S4 に対応)に比べて，本震時に大

きく非線形化した可能性が示唆される． 

 

3. 遺伝的アルゴリズムによる地盤の等価 S 波速度
と減衰定数の推定方法 
3.1 地盤の地震応答解析および逆解析の方法 
 地盤が N 層から成り，強震記録が異なる I 深度

（層境界）で得られているとする．S 波の鉛直下方

入射を仮定し，各層の等価物性値を用いた 1次元等

価線形解析 4)により，各深度間の観測スペクトル比

を説明できるものとする．この地盤の地震応答解析

に必要な各層の物性値のうち，層厚 H と密度ρは既
知，等価 S 波速度 VSEと減衰定数 h は未知とし，VSE
は一意に，h は，Hardin-Drnevich (HD)モデル 13)お

よび杉戸ら 12)の方法を参考に，次式により与えら

れるものとする． 

h=hmin+(hmax–hmin)( γeff(f)/ γref)/(1+ γeff(f)/ γref) (1) 

 γeff(f) = 0.8γmax･Γ(f)                       (2) 

ここに，f は周波数，hmin, hmax は各層の最小および

最大の減衰定数，γref, γmax, γeff(f), Γ(f)は，各層
の規準せん断ひずみ，最大せん断ひずみ，各周波数

に対する有効せん断ひずみ，せん断ひずみの基準化

フーリエスペクトル（最大値 1）である．このうち，

各層に対して独立の未知パラメータは，VSE, hmin, 

hmax, γref の 4 つであり，これらの値を逆解析により
推定する．なお，推定される hmin, hmax, γref は，有
効せん断ひずみ（0.8γmax）以下の h-γ 関係が最適に
なるように求められた値で，実際の地盤材料の最

大・最小値などと直接対応しない可能性がある． 

 逆解析は，次式で与えられる評価関数 F

（misfit）を，最小とする（観測スペクトル比を説

明する）地盤構造を求めることとなる． 
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ここに，Am,ij(f)および Ac,ij(f)は，地震計埋設 I 深

度のうち任意の 2 深度 i, j 間の観測および理論ス

ペクトル比，kmin, kmax は整数で，それぞれ fmin/T, 

fmax/T, fmin, fmax は対象周波数の最小値と最大値，T

は加速度記録の継続時間，wk は重みで 1/fk である． 

 (3)式の最適化手法には，大局的探索能力が高く，

ロバスト性・安定性に優れた遺伝的アルゴリズム

（GA）を用いる．ここでは，Goldberg14), 山中・石

田 15)などを参考に，単純 GA14)にエリート選択 14)を

加える方法とする．ただし，乱数の初期値を変えて

複数回の試行を行い，各試行で得られた最適解の分

布を最終的な推定結果とする． 

3.2 サービスホール鉛直アレイ記録への適用 
 逆解析にあたり，サービスホール直下の地盤を，

図 22)および文献 2), 3)などを参考に，N = 16 層に

分割する．地盤各層の密度ρは，地質や土質 2), 3)な

どから，1.65-1.80Mg/m3 と仮定する．各層の未知パ

ラメータ（VSE, hmin, hmax, γref ）の探索範囲は，PS
検層 2)や既往の室内動的試験結果など 16), 17)を参考

に，地盤工学的に有り得る値の範囲を設定した． 

 地盤各層のせん断ひずみや各層境界での加速度の

時刻歴波形・最大値は，深度 250m（SG4）の観測記

録（EW 成分）を S 波の within motion として用い

た場合の応答解析結果を用い，T = 81.92s, fmin = 

0.2Hz, fmax = 25Hz, I = 4 (SG1-SG4) とする．ま

た，GA では，パラメータの離散化ビット数 8 (Gray 

Code)14)，個体数 200，世代数 500，交叉率 0.7，突

然変異率 0.02 とし，10 回の試行を行った． 

 

4. サービスホール直下地盤の等価 S 波速度（せん
断剛性比）と減衰定数のひずみ依存性 
 図５の灰太線は，余震 S, L, 本震について，GA

各 10 試行のうち misfit（(3)式）が最小となる最

適解（地盤モデル）に対応する SG1/SG2, SG2/SG3, 

SG3/SG4 の理論スペクトル比（EW 成分）である．い

ずれの場合も，理論スペクトル比は，絶対値・周期

特性とも，観測スペクトル比と良く適合している．

とくに，本震時の深度 100m 以浅間の 1 秒以上のス

ペクトル比（SG1/SG2, SG2/SG3）のピーク周期の伸

びやピーク値の低下ならびに全スペクトル比におけ

る周期 1 秒以下の顕著なスペクトルスペクトルピー

クとその間の谷の消失なども良く再現している． 

 図６に，余震 S, L, 本震に対して推定された地

盤各層の等価 S 波速度 VSEおよび最大せん断ひずみ

γmax の分布を灰太線・黒破線・黒細線で示す．図か
ら，いずれの地震においても，地盤モデルの最上層

および最下層では，上方あるいは下方に地震記録が

存在しないため，GA 全 10 試行の最適解のばらつき

が大きい．しかし，この 2 層を除く深度 1.2-250m

の 14 層では，解のばらつきは比較的小さい．ただ

 

図６ ３地震の逆解析から求めたＳ波速度構造

とせん断ひずみ 



 

 

し，余震より本震の方が大きな等価 S 波速度が推定

されている層（例えば第 12 層）もある．また，余

震 S における等価 S 波速度は，深度 30m 以深では，

PS 検層結果（350-700m/s 程度）と概ね整合してい

るが，それ以浅では，せん断ひずみ 10-5レベルで，

PS 検層結果の 0.7 倍（200m/s）程度となっている．

その原因は不明であるが，以下では，余震 Sにおけ

る値を弾性時のものと考える． 

 図７に，新期砂層，番神砂層，西山層のそれぞれ

代表的な１層について，余震 S, L, 本震に対して

推定された等価 S 波速度 VSE と有効せん断ひずみ

（0.8γmax）から求めた G-γ 関係および最小・最大減
衰定数 hmin, hmax と規準ひずみγref から求めた h-γ 関
係（(1)式）を示す．この際，せん断剛性 G = ρVS2, 
初期剛性 G0は余震 S に対して推定された等価 S 波

速度の GA 全 10 試行の平均値を用いて算定している．

また，h-γ 関係は，解析で有効ひずみの値が得られ
た範囲のみを示している．図から，得られた地盤各

層の G-γ 関係は，ある程度安定しており，また，h-
γ 関係は，ややばらつきが大きいが，ほとんどの地
層で，本震の結果が概ね余震の結果を包含している

ように見える． 

 図６より，深度 70m 以浅の砂層（新期砂層・番神

砂層）の最大せん断ひずみは，本震では，余震 S, 

L より 100, 10 倍程度大きく，2×10-3 – 3×10-2 程
度に達している．また，図６，７から，これら砂層

のせん断剛性比は，余震 S の値に対して，余震 L で

0.3-0.8 程度，本震で 0.01-0.5 程度，一方，最大

減衰定数は，余震 S で 5-10%程度，余震 L で 10-30%

程度，本震で 20-35%程度となっており，各層に生

じるひずみが大きいほど，せん断剛性比は小さく，

減衰定数は大きくなる傾向があり，剛性および減衰

のひずみ依存性が明瞭に認められる．また，その傾

向は，浅い層ほど顕著である． 

 図７の灰破線は，既往の砂試料の室内動的試験結

果の範囲（有効拘束圧 20-294kPa）16), 17)を示して

いる．逆解析から得られた G-γ および h-γ 関係は，
同程度の原位置拘束圧条件下では，既往の室内試験

結果と概ね調和的である．以上の結果は，深度 70m

以浅の砂層が，本震時に顕著に非線形化し，その程

度は浅い層ほど顕著であったことを強く示している．

ただし，推定された減衰定数は，既往の室内試験結

果に比べて，やや大きめの値をとる傾向も認められ

る．この原因として，1 次元波動理論の仮定（鉛直

入射や水平成層），散乱減衰を無視したことの影響，

室内実験と原位置の応力条件の相違などが考えられ

る．一方，図６，７から，深度 70m 以深の泥岩層

（安田層・西山層）の最大せん断ひずみは，余震 S, 

L および本震において，10-5程度から 5×10-4 – 2×
10-3 程度の範囲で 10 倍程度ずつ異なっているが，

等価 S 波速度は，3 地震とも概ね同等（せん断剛性

比は概ね１であり，PS 検層結果（500-700m/s 程

度）と調和的である．また，図７から，安田層・西

山層の減衰定数は，余震 L ではやや大きめに推定さ

れている場合もあるが，概ね 5%程度以下であり，

深度 70m 以浅の砂層に比べて，地震の大小による違

いが少ない．以上から，本震・余震ともに，深度

70m 以深の泥岩層の非線形化は顕著でなかったこと

が示唆される． 

 図８には，本震における最適地盤モデルの応答解

析から得られた SG1-SG3 の理論加速度時刻歴波形，

SG4 位置での露頭基盤波を示す．本論文では，時刻

歴の波形や最大値は最適化の対象ではないが，図３，

８の比較から，最適地盤構造に対して求められた加

速度時刻歴はいずれも観測値と良く適合しているこ

とが分かる．また，図８から，深度 250m での推定

露頭基盤波の最大加速度は 1.2G 程度，最大速度

0.76m/s 程度であることが分かる． 

 図４に，3 地震における最適地盤モデルの応答の

 

 
図７ 逆解析から推定された地盤の非線形性状

と室内試験結果の比較 



 

 

SG1-SG3 の最大加速度・最大速度を●■▲印で示す． 

図から，余震 S と本震の深度 50.8m（SG2）の最大

加速度を除いて，理論および観測の最大値も概ね適

合していることが分かる．以上の結果は，3 地震と

も，露頭基盤波を含めた逆解析がある程度適切に行

われたことを示唆している． 

 
5. まとめ 
 せん断ひずみのフーリエ振幅に依存する周波数特

性を持つ減衰を仮定した 1 次元等価線形解析に遺伝

的アルゴリズムを適用した逆解析法を示し，2007

年新潟県中越沖地震における柏崎刈羽原子力発電所

サービスホールの鉛直アレイ記録から，地盤各層の

非線形性状（せん断剛性と減衰定数のひずみ依存

性）を推定した．その結果，以下の知見を得た． 

1) 提案手法により求められた地震計埋設深度間の
フーリエスペクトル比および各深度の時刻歴波

形・最大値は，本震・余震とも，観測記録のそ

れと良く対応する．このことは，推定された地

盤各層の非線形性状の妥当性を示している． 

2) 深度 70m までの砂層（せん断ひずみ 10-5 レベル
での等価 S 波速度 200-350m/s 程度）は，本震時

に，大きく非線形化したと考えられ，その最大

せん断ひずみは 2×10-3 – 3×10-2 程度，せん断
剛性比は 0.01-0.8 程度，減衰定数は 20-35%程度

と推定される．また，最大余震時の砂層の非線

形化の程度は，本震時と小余震時の中間程度と

推察される． 

3) 本震および余震から推定された砂層のせん断剛

性比および減衰定数のひずみ依存性は，既往の

砂試料の室内動的試験結果（有効拘束圧 20-

294kPa）と，同程度の原位置拘束圧条件下では，

概ね調和的である．ただし，減衰定数は，既往

の室内試験結果より，やや大きめの値となる傾

向が見られる． 

4) 深度 70m 以深の泥岩層（せん断ひずみ 10-5 レベ
ルでの等価 S 波速度 500-700m/s 程度）は，本震

時・余震時ともに，ほとんど非線形化しなかっ

たと考えられ，その最大せん断ひずみは 5×10-4 

– 2×10-3 程度，せん断剛性比は概ね 1，減衰定

数は 5%程度と推定される． 

5) 逆解析された深度 250m での露頭基盤波の最大加
速度は 1.2G 程度，最大速度 0.76m/s 程度であっ

る． 
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